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表紙

（電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく書面交付請求による交付書面に記載しない事項）

上記事項につきましては、法令及び当社定款第15条第２項の規定に基づき、書面交付請求を
いただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電子提
供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りしております。

第78回定時株主総会資料

事業報告
業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
剰余金の配当等の決定に関する方針

連結計算書類
連結株主資本等変動計算書
連　結　注　記　表

計算書類
株主資本等変動計算書
個　別　注　記　表

第78期（2025年４月１日～2026年３月31日）
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

⑴　業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
　１．業務の適正を確保するための体制
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の
適正を確保するための体制は以下のとおりです。
①　当社及び当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制
当社及び当社子会社では、グループ全体を網羅する「有沢製作所グループ企業行動指針」を
定め、その指針に沿って具体的な管理規程を設け、規程を順守することで取締役及び使用人の
職務の執行が法令及び定款に適合する体制を確保しています。

②　当社取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理については、法令及び定款の定めに沿って文
書管理規程を制定し、適切な保存・管理する体制を構築しています。

③　当社子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
当社取締役が当社子会社の取締役を兼務することで、当社子会社の取締役等の職務執行の監
督を行なうほか、関係会社管理規程を制定し、その定めに沿って取締役会議事録及び重要事項
の報告を義務づける体制を整備しています。

④　当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社グループを取り巻くさまざまなリスクを把握・管理するため、個々のリスクに応じた管
理規程を制定し、その規程を順守することによりリスクの軽減化を図る体制を整備していま
す。

⑤　当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社グループでは、各部門の担当職務内容及び職務権限を明確にするため、職務分掌及び職
務権限に関する規程を整備するほか、グループ共通の会計管理システムの導入等、当社グルー
プの取締役の業務執行が効率的に行われる体制を整備しています。

⑥　当社監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する事項ならびに当該使用人の当社取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対す
る当社監査役の指示の実効性の確保に関する体制
監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを要請した場合は、監査目的に必要な知
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

識・経験等を勘案して使用人を配置しています。また、配置された補助者は、その補助業務に
関しては監査役の指揮命令下で遂行することとし、当社取締役からの指揮は受けないものとし
て独立性及び実効性を確保しています。

⑦　当社取締役及び使用人ならびに当社子会社の取締役、監査役及び使用人等が当社の監査役に
報告をするための体制ならびに当社の監査役に報告をした者が当該報告をしたことを理由と
して不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
当社取締役及び使用人等が監査役に報告すべき事項を定める規程を制定し、当社グループの
経営、業績に影響を及ぼす重要な事項については直ちに監査役に報告する体制を確保していま
す。また、監査役が使用人等から直接報告を受けられるよう、通報者に対して不利益な取扱を
禁止した内部通報制度が整備されています。

⑧　当社監査役の職務の執行について生ずる費用の処理に係る方針に関する事項
当社は監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づく費用の前払
い等の請求をしたときは、速やかに当該費用または債務を処理しています。また、監査役が職
務遂行に必要があると判断した場合、弁護士、公認会計士等の専門家に意見・アドバイスを依
頼するなど、それらに掛かる費用を会社が負担しています。

⑨　その他当社監査役の監査が実効的に行われていることを確保するための体制
当社監査役は定期的に子会社の取締役から報告を受けるとともに、子会社の監査役より報告
を受けるなど、随時連携し企業集団における適正な監査を実施しています。

⑩　財務報告の信頼性を確保するための体制
財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係る内部統制システムの整備状況、運用状況
を継続的に評価し、不備があれば必要な是正を行い、内部統制が有効かつ適切に機能する体制
を整備しています。また、当社子会社の会計処理におけるガバナンスや内部統制が有効かつ適
切に機能する体制を強化していきます。

⑪　反社会的勢力の排除に向けた体制
当社及び当社子会社では、「有沢製作所グループ企業行動指針」において、市民社会の秩序
や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切の関わりを持たない方針を明示するとともに、こ
れら反社会的勢力に対しては、警察等の外部専門機関と連携し、毅然とした態度で対応してい
ます。
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　２．業務の適正を確保するための体制の運用状況
業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりです。
コンプライアンスについては、当社及び当社子会社の使用人を対象にコンプライアンスの基本

的事項の再確認となるコンプライアンス研修を定期的に実施し、コンプライアンス意識の浸透を
図るとともに、「有沢製作所グループ企業行動指針」を再確認しています。
「コンプライアンス委員会規程」に基づくコンプライアンス委員会を定期的に開催するととも

に、その結果を取締役会に報告しコンプライアンス体制の維持・向上を図っています。また、
「ホットライン規程」により通常の報告ルートと異なる内部通報制度を整備し、通報者の保護を
図るとともに、不正行為の早期発見と是正に努めています。さらに、内部監査室が作成した監査
計画書に基づき、当社及び当社子会社の内部監査を実施しています。
金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制の評価については、内部監査室が評価を実施
し、業務の適正性、効率性の確保に努めています。
当社及び当社子会社の事業の報告については、内部監査室による監査結果を含め、定期的に当
社取締役会や社内の重要な会議で報告され、改善が必要な課題や問題が生じた場合には関係部署
へ適時指示しています。また、当社子会社の会計処理におけるガバナンスや内部統制が有効かつ
適切に機能する体制を強化していきます。

－ 3 －
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剰余金の配当等の決定に関する方針

⑵　剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、期中に獲得した資金を既存事業の深掘りと新規事業の創出に投じるとともに、積極的
に株主の皆さまに還元していきます。株主資本配当率（DOE）６％または総還元性向80％以上
のいずれか大きい金額を株主の皆さまに還元することを基本方針とし、資金需要や財務状況等を
総合的に勘案したうえで自己株式の取得についても柔軟に対応していきます。この方針の適用期
間は、自己資本比率50％程度を達成できた時期を目処としております。
この方針の下、当事業年度の期末配当金につきましては、１株につき78円とさせていただき
ます。すでに実施済みの中間配当金１株当たり44円とあわせまして、年間配当金は１株当たり
122円となります。
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書

( 2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで )

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当連結会計年度期首残高 7,880,116 3,244,143 33,494,893 △471,686 44,147,466

当連結会計年度変動額

新 株 の 発 行 1,803 1,803 3,607

剰 余 金 の 配 当 △3,265,031 △3,265,031
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 4,995,801 4,995,801

自 己 株 式 の 取 得 △471 △471

自 己 株 式 の 処 分 9,778 77,065 86,843

合 併 に よ る 増 加 △781,723 △781,723
株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額(純額)

当連結会計年度変動額合計 1,803 11,582 1,730,770 △705,130 1,039,025

当連結会計年度末残高 7,881,920 3,255,725 35,225,663 △1,176,816 45,186,492

（単位：千円）
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そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
新株予約権 純 資 産

合 計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

為 替 換 算
調 整 勘 定

退 職 給 付
に 係 る
調 整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当連結会計年度期首残高 428,851 2,298 3,763,293 211,525 4,405,967 5,745 48,559,180

当連結会計年度変動額

新 株 の 発 行 3,607

剰 余 金 の 配 当 △3,265,031
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 4,995,801

自 己 株 式 の 取 得 △471

自 己 株 式 の 処 分 86,843

合 併 に よ る 増 加 △781,723
株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額(純額) 296,167 △4,161 943,868 △140,264 1,095,610 △5,745 1,089,864

当連結会計年度変動額合計 296,167 △4,161 943,868 △140,264 1,095,610 △5,745 2,128,890

当連結会計年度末残高 725,018 △1,863 4,707,162 71,260 5,501,578 － 50,688,070

（注）　記載金額は千円未満を切り捨てて表示してあります。
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の状況

・連結子会社の数 11社
・主要な連結子会社の名称 新揚科技股份有限公司

松揚電子材料（昆山）有限公司
株式会社サトーセン
アリサワファイバーグラス株式会社
Protec Arisawa Europe, S.A.
Protec Arisawa America, Inc.
有沢総業株式会社
有沢樹脂工業株式会社
カラーリンク・ジャパン株式会社

②　非連結子会社の状況
・主要な非連結子会社の名称 NBオプテック株式会社

なお、当連結会計年度において、非連結子会社でありました柏精機株式
会社の全株式を売却したため、非連結子会社から除外しております。

・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見
合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、連結計算書類に重要
な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。

(2) 持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

　該当事項はありません。
②　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況

・主要な会社等の名称 NBオプテック株式会社
なお、当連結会計年度において、持分法を適用していない非連結子会社
でありました柏精機株式会社の全株式を売却したため、非連結子会社か
ら除外しております。また、持分法を適用していない関連会社でありま
した菱有工業株式会社の全株式を売却したため、関連会社から除外して
おります。

・持分法を適用しない理由 当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等から
みて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であ
り、かつ重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

－ 7 －



2026/05/20 21:31:49 / 25297821_株式会社有沢製作所_招集通知

連結注記表

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち新揚科技股份有限公司、松揚電子材料（昆山）有限公司、ThinFlex Technology 

Corporation（B.V.I.）、Protec Arisawa Europe,S.A.及びProtec Arisawa America,Inc.の決算日は12月
31日であります。連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生
じた重要な取引については連結上必要な調整を行っております。その他の連結子会社の決算日は、連結会計
年度と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券
その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均
法により算定）を採用しております。

・市場価格のない株式等 総平均法による原価法を採用しております。
ロ．デリバティブ 時価法
ハ．棚卸資産

・　商品、製品、半製品、仕掛品
当社及び国内連結子会社は主として先入先出法による原価法（貸借対照
表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を、ま
た、在外連結子会社は主として移動平均法による低価法を採用しており
ます。

・　原材料、貯蔵品 当社及び国内連結子会社は主として総平均法による原価法（貸借対照表
価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を、また、
在外連結子会社は主として移動平均法による低価法を採用しておりま
す。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産　（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は定率法を、また、在外連結子会社は定額法を
採用しております。
ただし、当社及び国内連結子会社は1998年４月１日以降に取得した建
物（附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属
設備及び構築物は定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物　　　10～38年
機械装置及び運搬具　 4 ～10年
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ロ．無形固定資産　（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づいております。
また、技術関連資産は経済的耐用年数（８年）に基づいて償却していま
す。

ハ．リース資産
・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用してお
ります。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 当社及び一部の連結子会社は、従業員の賞与支給に備えるため、賞与支
給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上しております。

ハ．役員賞与引当金 一部の連結子会社は、役員の賞与支給に備えるため、会社が算定した当
連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

ニ．株式給付引当金 株式交付規程に基づく従業員への当社株式の給付に備えるため、当連結
会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

ホ．製品保証引当金 顧客に納入した製品に対し発生したクレームに係る費用に備えるため、
今後発生が見込まれる金額を合理的に見積もり計上しております。

④　重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、ヘッジ会計の要件を満たす

為替予約については、振当処理を採用しております。
ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段･･･為替予約

ヘッジ対象･･･外貨建金銭債権、外貨建予定取引
ハ．ヘッジ方針 外貨建取引に係る為替変動リスクを回避する目的で、実需の範囲内で為

替予約取引を行っており、投機目的の取引は行わない方針であります。
ニ．ヘッジの有効性評価の方法 ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、その変動額の比率

によって有効性を評価しております。ただし、為替予約取引は振当処理
によっている場合、有効性の評価を省略しております。
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⑤　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
イ．退職給付に係る会計処理の方法

・退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの
期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

・数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員
の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分
した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

・小規模企業等における簡便法の採用
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、
退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用い
た簡便法を適用しております。

ロ．重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算
し、換算差額は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資
産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及
び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部にお
ける為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上しております。

ハ．収益及び費用の計上基準 収益及び費用の計上基準について、「連結注記表　9．収益認識に関す
る注記　（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎とな
る情報」に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略しておりま
す。
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2．表示方法の変更に関する注記
（連結損益計算書）

(1) 前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取補償金」は、営業外収
益の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。

　なお、前連結会計年度の「受取補償金」は3,498千円であります。
(2) 前連結会計年度まで独立掲記して表示しておりました特別利益の「新株予約権戻入益」（当連結会計年

度は、5,164千円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より、特別利益の「その他」
に含めて表示しております。

3．会計上の見積りに関する注記
連結子会社（松揚電子材料(昆山)有限公司）が保有する有形固定資産の減損
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
減損損失－千円　有形固定資産3,956,106千円
（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①算出方法
減損の兆候がある資産グループについて、帳簿価額が回収可能価額を上回っているか減損損失の認識の判

定を行い、減損損失を計上すべきであると判定した場合には帳簿価額を回収可能価額まで減額いたします。
回収可能価額は使用価値により評価しております。当連結会計年度において、松揚電子材料(昆山)有限公司
が保有する有形固定資産について、収益性が低下したことにより減損の兆候があると判断いたしましたが、
減損損失の認識の判定において、当該資産グループから得られる使用価値がその帳簿価額を上回っていたこ
とから、減損損失を認識しておりません。

②主要な仮定
将来キャッシュ・フローの見積りにおける主要な仮定は、売上高成長率及び売上総利益率であります。
③翌年度の連結計算書類に与える影響
将来キャッシュ・フローの見積りにおける主要な仮定は見積りの不確実性が高く、売上高成長率及び売上

総利益率が変動することにより、翌年度の連結計算書類に重要な影響を与える可能性があります。
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4．追加情報に関する注記

（取締役に対する譲渡制限付株式の付与のための報酬制度）
当社は、当社の取締役（以下「対象取締役」という。）を対象に、当社の企業価値の持続的な向上を図る

インセンティブを与えるとともに、株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、譲渡制限付
株式報酬制度を導入しております。

本制度において、対象取締役に対して譲渡制限付株式の付与のために支給する金銭報酬の総額は、年額
6,000万円以内とします。また、当社が新たに発行又は処分する普通株式の総数は年60,000株以内(ただ
し、当社の普通株式の株式分割(当社普通株式の株式無償割当を含みます。)又は株式併合が行われた場合、
分割・併合比率等に応じて、当該総数を、必要に応じて合理的な範囲で調整します。)とします。

対象取締役は、本制度に基づき当社から支給された金銭債権の全部を現物出資財産として払込み、当社の
普通株式について発行又は処分を受けることになります。

その1株当たりの払込金額は、各取締役会決議の日の前営業日における東京証券取引所における当社の普
通株式の終値(同日に取引が成立していない場合には、それに先立つ直近取引日の終値)を基礎として、当該
普通株式を引き受ける対象取締役に特に有利な金額とならない範囲において、取締役会において決定しま
す。各対象取締役への具体的な支給時期及び配分については、指名・報酬諮問委員会の諮問を経て取締役会
において決定するものとします。

（従業員向け株式交付信託制度）
当社は、当社従業員（以下「従業員」という。）に対する福利厚生制度を拡充させるとともに、当社の中

長期的な企業価値向上を図ることを目的として、従業員向けインセンティブ・プラン（従業員向け株式交付
信託）を導入しております。
(1)取引の概要

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として信託（以下「本信託」という。）を設定し、本信託が当社普
通株式（以下「当社株式」という。）の取得を行い、従業員のうち一定の要件を充足する者に対して付与さ
れるポイントに基づき、本信託を通じて当社株式を交付するインセンティブ・プランです。当該ポイント
は、当社が定める株式交付規程に従って、従業員の役職等に応じて付与されるものであり、各従業員に交付
される当社株式の数は、付与されるポイント数により定まります。

本信託による当社株式の取得資金は、全額当社が拠出するため、従業員の負担はありません。
交付される当社株式については、当社と当該従業員との間で、原則として交付日から退職する日までを譲

渡制限とする譲渡制限契約を締結します。
(2)信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額により、純資産の部に自己株式として計上しておりま
す。当該株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計年度末において、85,551千円、56,757株であります。

－ 12 －



2026/05/20 21:31:49 / 25297821_株式会社有沢製作所_招集通知

連結注記表

担保提供資産
建物及び構築物 2,744,769千円 （2,416,808千円）
機械装置及び運搬具 612,834千円 （612,834千円）
有形固定資産「その他」 31,010千円 （31,010千円）
土地 491,090千円 （199,190千円）
投資その他の資産「その他」 69,913千円 （－千円）

計 3,949,618千円 （3,259,844千円）

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 52,860,665千円

当座貸越限度額 15,340,000千円
借入実行残高金 6,835,840千円

差引額 8,504,160千円

受取手形 2,832,639千円
売掛金 18,649,661千円
契約資産 424,354千円

(5) 流動負債「その他」のうち、契約負債の残高 119,595千円

5．連結貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産及びこれに対応する債務

上記のうち（　）内書は工場財団抵当を示しております。なお、上記担保資産に対応する債務はありま
せん。

(3) 当座貸越契約
当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行６行と当座貸越契約を締結しております。これら契

約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高等は次のとおりであります。

(4) 受取手形、売掛金及び契約資産
顧客との契約から生じた債権の残高又は契約資産の残高は、それぞれ次のとおりであります。
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株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 33,600,524株 3,400株 －株 33,603,924株

株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 382,116株 504,617株 59,093株 827,640株

決 議 株式の種類 配 当 金 の 総 額 １ 株 当 た り
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 5 年 6 月 2 6 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 1,798,178千円 54円 2025年3月31日 2025年6月27日
2 0 2 5 年 1 1 月 6 日
取 締 役 会 普通株式 1,466,852千円 44円 2025年9月30日 2025年12月2日

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2026年６月18日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 2,560,977千円 78円 2026年3月31日2026年6月19日

6．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

（注）発行済株式の増加株式数3,400株は、新株予約権の行使によるものであります。
(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）1．自己株式の増加は、非連結子会社を吸収合併したことによる自社の株式の取得504,338株、
単元未満株式の買取り279株によるものであります。

2．自己株式の減少は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式処分34,650株、従業員向け株式交
付信託に係る信託口から対象者への交付24,443株によるものであります。

3．自己株式の当連結会計年度末の株式数には、従業員向け株式交付信託に係る信託口が所有す
る当社株式56,757株が含まれております。

(3) 剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

（注）1．2025年6月26日定時株主総会決議による配当金の総額には、従業員向け株式交付信託に係る信
託口が保有する当社株式に対する配当金4,384千円が含まれております。

2．2025年11月6日取締役会決議による配当金の総額には、従業員向け株式交付信託に係る信託
口が保有する当社株式に対する配当金2,497千円が含まれております。

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度になるもの

（注）2026年6月18日定時株主総会決議による配当金の総額には、従業員向け株式交付信託に係る信託口
が保有する当社株式に対する配当金4,427千円が含まれております。
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(4) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項
該当事項はありません。

7．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項
①　金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金繰計画及び事業計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しておりま
す。一時的な余剰資金は流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達
しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わな
い方針であります。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
・営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクが存在するとともに、外貨建ての営業債権

は、為替の変動リスクに晒されております。
・有価証券及び投資有価証券は、主に純投資を目的としたものと、業務上の関係を有する企業の株式であ

り、市場価格の変動リスクや発行体の信用リスクに晒されております。
・営業債務である支払手形及び買掛金は、主に４ヶ月程度の支払期日であります。一部外貨建てのものに

ついては、為替の変動リスクに晒されております。
・借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであります。なお、金利は固定金利であるた

め、金利の変動リスクに晒されておりません。
・デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物為

替予約取引であります。
③　金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
・受取手形及び売掛金は、営業部門が取引先ごとに与信限度額を設定し、期日及び残高を管理するとと

もに、取引先の状況を把握し、回収懸念の早期把握や低減を図っております。
・資金運用を目的とした有価証券及び投資有価証券については、格付の高い債券を対象としているた

め、信用リスクは僅少であります。
・デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスク

はほとんどないと認識しております。
ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

・一部の外貨建営業債権債務については、為替の変動リスクを回避することを目的に、先物為替予約取
引を行う場合があります。

・有価証券及び投資有価証券については、市況や取引関係を勘案して保有状況を継続的に見直しており
ます。

・デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた管理規程に従い、担
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当部署が決裁担当者の承認を得て行っております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払が実行できなくなるリスク）の管理
・当社は流動性リスクに備え、機動的な資金調達のため、金融機関と当座貸越契約を締結しておりま

す。
・資金の調達においては、事業計画、設備投資計画に基づいて資金計画を作成・更新し手元流動性の維

持等により流動性リスクに備えております。
④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格が無い場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することがあります。
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連結貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

投資有価証券

その他有価証券 1,801,757 1,801,757 －

資 産 計 1,801,757 1,801,757 －

長期借入金 3,970,542 3,967,944 △2,598

負 債 計 3,970,542 3,967,944 △2,598

区　　分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 128,230

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

投資有価証券
その他有価証券のうち満期があるもの
(1) 債券（社債） － － 100,000 －
(2) その他 － 376,976 － －

合計 － 376,976 100,000 －

(2) 金融商品の時価等に関する事項
2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。
（単位：千円）

（注）1．「現金及び預金」「受取手形及び売掛金」「支払手形及び買掛金」「短期借入金」については、現
金であること、および短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記
載を省略しております。

2．「長期借入金」には、1年内返済予定の長期借入金を含めております。
3．市場価格のない株式等は、「投資有価証券　その他有価証券」に含めておりません。当該金融商品

の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。
（単位：千円）

4．投資有価証券の連結決算日後の償還予定額
（単位：千円）

－ 17 －
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１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

長期借入金 970,814 2,983,193 16,533 －

区　　分
時　　価

レベル１ レベル２ レベル３ 合　　計
投資有価証券

その他有価証券
株式 1,294,786 － － 1,294,786
社債 － 91,698 － 91,698
その他 － 415,273 － 415,273

資産計 1,294,786 506,971 － 1,801,757

区　　分
時　　価

レベル１ レベル２ レベル３ 合　　計
長期借入金 － 3,967,944 － 3,967,944

負債計 － 3,967,944 － 3,967,944

5．長期借入金の連結決算日後の返済予定額
（単位：千円）

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の

算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ

ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：千円）

②時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）
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(1) １株当たり純資産額 1,546円49銭
(2) １株当たり当期純利益 150円57銭

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券
上場株式、社債およびその他は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引さ

れているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。一方で、当社が保有している社債、そ
の他は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、その時価をレ
ベル２の時価に分類しております。

長期借入金
これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割

引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

8．１株当たり情報に関する注記

（注）株主資本において自己株式として計上されている従業員向け株式交付信託に係る信託口が保有する
当社株式は、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式数から控除する自己株式に含めており
ます（当連結会計年度56,757株）。また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算
において控除する自己株式に含めております（当連結会計年度66,065株）。
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（単位：千円）

報告セグメント
その他
（注） 合　　計

電子材料 産業用構造
材料 電気絶縁材料ディスプレイ

材料 計

一時点で移転
される財 35,882,868 8,015,696 2,546,564 1,527,949 47,973,077 339,892 48,312,970
一定の期間に
わたり移転さ
れる財

－ 5,715,436 － 2,445,801 8,161,238 － 8,161,238

顧客との契約
から生じる収
益

35,882,868 13,731,132 2,546,564 3,973,750 56,134,315 339,892 56,474,208

その他の収益 － － － － － － －
外部顧客への
売上高 35,882,868 13,731,132 2,546,564 3,973,750 56,134,315 339,892 56,474,208

9．収益認識に関する注記
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、関連商品販売、物流関
連及びその他の事業等を含んでおります。

（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
当社グループは、以下の5ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。
ステップ1：顧客との契約の識別
ステップ2：履行義務の識別
ステップ3：取引価格の算定
ステップ4：履行義務への取引価格の配分
ステップ5：履行義務の充足による収益認識

当社グループは、電子部品メーカー、情報機器メーカー、産業用電子機器メーカー等を主な得意先とし
て、電子材料、産業用構造材料、電気絶縁材料、ディスプレイ材料等の製品を製造販売しております。こ
れら製品の多くは、納入時点において支配が顧客に移転して履行義務が充足されると判断していることか
ら当時点で収益を認識しておりますが、国内の販売においては、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転
される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。また、当社グルー
プは産業用構造材料とディスプレイ材料の一部製品に係る収益について、顧客との契約における義務を履
行するにつれて資産に対する支配が顧客に移転することから、履行義務の進捗に応じて一定期間にわたっ
て収益を認識しております。
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（単位：千円）
当連結会計年度末

顧客との契約から生じた債権 21,482,300

契約資産 424,354

契約負債 119,595

取引価格の算定については、顧客との契約において約束された対価から、値引き、返品等を控除した金
額で算定しております。これらの履行義務に対する対価は履行義務充足後1年以内に受領しており、重要な
金融要素は含んでおりません。

なお、買戻し契約に該当する有償支給取引については、金融取引として有償支給先に残存する支給品に
ついて棚卸資産を認識するとともに、有償支給先に残存する支給品の期末棚卸高相当額について「有償支
給取引に係る負債」を認識しております。有償受給取引については、加工代相当額のみを純額で認識して
おります。さらに、顧客への製品の販売における当社の役割が代理人に該当する取引については、当該対
価の総額から第三者に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識しております。

（3）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①契約資産及び契約負債の残高等

契約資産は、主として一定の期間にわたり履行義務が充足される契約において、収益を認識したが未請
求の対価に関連するものであります。契約資産は、権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた
債権に振り替えられます。これは通常、請求書を顧客に発行した時点であります。

契約負債は、主として顧客からの前受金に関するものであります。契約負債は収益の認識に伴い取り崩
されます。

②残存履行義務に配分した取引価格
当社グループは、残存履行義務に配分した取引価格について、当初に予想される契約期間が１年を超え

る重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略しております。また、顧客との契約から生
じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。
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場　　所 用　　途 種　　類 減損損失
（千円）

株式会社有沢製作所
（新潟県上越市） 産業用構造材料製造設備 機械装置及び運搬具 1,759

10．その他の注記
（負ののれん発生益）

非連結子会社である有限会社有沢建興を吸収合併したことに伴い、負ののれん発生益（168,953千円）を
特別利益に計上しております。

（助成金収入）
ARISAWA Innovation Center建設に伴い、令和6年度サステナブル建築物等先導事業（省CO2先導

型）補助金の採択を受けたものであります。
当該支給額を助成金収入（164,020千円）として特別利益に計上しております。

（減損損失）
当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

当社グループは、種類別セグメントを基礎に、主として品種を束ねた製品群により資産のグルーピング
を行っております。また、賃貸用資産及び遊休資産等については個別資産ごとにグルーピングを行ってお
ります。

事業用資産のうち、製品等の市場価格等の下落等により収益性が著しく悪化している資産グループの帳
簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（1,759千円）として特別損失に計上しました。
その内訳は、機械装置及び運搬具1,759千円であります。

なお、回収可能価額は使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローがマイナスのた
め、備忘価額により評価しております。

11．重要な後発事象に関する注記

（子会社の設立）
当社は、2026年2月5日開催の取締役会において、米国に子会社を設立することを決議し、2026年4月16日

付で資本金の払込手続きを完了いたしました。

1.設立の目的
当社は、当社の主要ビジネスである電子材料及び産業用構造材料の事業を今後拡大する上で、米国市場が重

要と位置付けており、当社主要ビジネスの米国進出の足掛かりとして、米国・カリフォルニア州に新会社を設
立し、工場を取得する予定です。
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2.設立する子会社の概要
(1) 名称　　　　　　　　Arisawa Manufacturing America Inc.
(2) 所在地　　　　　　　米国　カリフォルニア州
(3) 事業の内容　　　　　電子材料及び産業用構造材料等の製造・販売、事業用不動産の賃貸・管理
(4) 資本金　　　　　　　4,500千USD
(5) 取得する株式の数　　4,500,000株
(6) 設立年月日　　　　　2026年2月25日
(7) 出資払込手続完了日　2026年4月16日
(8) 出資比率　　　　　　当社　100％

（子会社の増資）
当社は、2026年2月5日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社プロテックインターナ

ショナルホールディングス（以下、PIH）の100％子会社であるProtec Arisawa America, Inc.（以下、
PAA）が増資を行い、その全額をPIHが引き受けることを決議し、2026年5月8日付で実施いたしました。

1.増資の目的
PAAでは老朽化した設備を更新すると共に、設備の自動化を促進し、コスト競争力の向上を図ります。生産

能力向上に合わせ、資本増強による経営基盤を強化することを目的に本増資を実施いたします。

2.増資する子会社（孫会社）の概要
(1) 名称　　　　　　　　Protec Arisawa America, Inc.
(2) 所在地　　　　　　　米国　カリフォルニア州
(3) 事業の内容　　　　　水処理用FRP製圧力容器の製造・販売
(4) 資本金（増資前）　　3,200千USD
(5) 出資比率（増資前）　PIH（当社の100%子会社）　100％

3.増資の内容
(1) 増資金額　　　　　　10,000千USD
(2) 増資後の資本金　　　13,200千USD
(3) 増資払込手続完了日　2026年5月8日
(4) 増資後の出資比率　　PIH　100％
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（重要な設備投資）
当社は、2026年4月30日開催の取締役会において、新工場を建設することを決議いたしました。

1.設備投資の目的
当社は、塗工関連製品の需要拡大による持続的な成長機会を確実に取り込むべく、供給体制の一層の強化を

目的として、新工場を建設することといたしました。
本件は、将来の事業拡大に向けた成長投資であると同時に、生産拠点の分散化を通じたBCP（事業継続計

画）の強化を目的とするものであります。自然災害やその他の外部リスク発生時におきましても、安定した製
品供給体制を維持することで、顧客からの信頼に応えるとともに、中長期的な企業価値の向上を図ってまいり
ます。

2.設備投資の概要
(1) 所在地　　　岐阜県
(2) 竣工時期　　2028年9月（予定）
(3) 投資金額　　約100億円（予定）（土地、建物、機械設備等を含む）
(4) 資金計画　　自己資金及び借入金

3.当該設備投資が営業・生産活動に及ぼす重要な影響
当該新工場の竣工は、2028年9月を予定しているため、2027年3月期の連結業績に与える影響は軽微であり

ますが、今後開示すべき事項が生じた場合には、速やかにお知らせいたします。

－ 24 －



2026/05/20 21:31:49 / 25297821_株式会社有沢製作所_招集通知

株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書

( 2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで )

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

利 益
準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金
合 計資 本

準 備 金
そ の 他 資
本 剰 余 金

資 本 剰 余
金 合 計

固 定 資 産
圧 縮
積 立 金

別 途
積 立 金

繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 7,880,116 6,992,107 13,281 7,005,389 748,262 12,419 18,020,000 3,397,907 22,178,589

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 1,803 1,803 1,803
固定資産圧縮積
立 金 の 取 崩 △644 644 －

剰 余 金 の 配 当 △3,265,031 △3,265,031

当 期 純 利 益 3,556,349 3,556,349

自己株式の取得

自己株式の処分 9,778 9,778

合併による増加
株主資本以外の
項 目
の 当 期 変 動 額
( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 1,803 1,803 9,778 11,582 － △644 － 291,962 291,318

当 期 末 残 高 7,881,920 6,993,911 23,060 7,016,971 748,262 11,774 18,020,000 3,689,870 22,469,907

（単位：千円）
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株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 △471,686 36,592,409 410,133 410,133 5,745 37,008,288

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 3,607 3,607

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

剰 余 金 の 配 当 △3,265,031 △3,265,031

当 期 純 利 益 3,556,349 3,556,349

自 己 株 式 の 取 得 △471 △471 △471

自 己 株 式 の 処 分 77,065 86,843 86,843

合 併 に よ る 増 加 △781,723 △781,723 △781,723

株 主 資 本 以 外 の 項 目
の 当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 312,470 312,470 △5,745 306,724

当 期 変 動 額 合 計 △705,130 △400,426 312,470 312,470 △5,745 △93,702

当 期 末 残 高 △1,176,816 36,191,982 722,603 722,603 － 36,914,586

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示してあります。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法
①　子会社株式及び関連会社株式 総平均法による原価法
②　その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均
法により算定）を採用しております。

・市場価格のない株式等 総平均法による原価法を採用しております。
③　デリバティブ 時価法
④　棚卸資産の評価基準及び評価方法

・商品、製品、半製品、仕掛品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）を採用しております。

・原材料、貯蔵品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法により算定）を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産　（リース資産を除く）

定率法を採用しております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並び
に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物について
は、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　　　15～38年
機械及び装置　　　　 8 ~ 9 年

②　無形固定資産　（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法を採用しております。

③　リース資産
・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用してお
ります。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。
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(3) 引当金の計上基準
①　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負
担すべき額を計上しております。

③　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき計上しております。

・退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期
間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

・数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した
額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

④　株式給付引当金 株式交付規程に基づく従業員への当社株式の給付に備えるため、当事業
年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

(4) 重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、ヘッジ会計の要件を満たす

為替予約については、振当処理を採用しております。
②　ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段･･･為替予約

ヘッジ対象･･･外貨建金銭債権、外貨建予定取引
③　ヘッジ方針 外貨建取引に係る為替変動リスクを回避する目的で、実需の範囲内で為

替予約取引を行っており、投機目的の取引は行わない方針であります。
④　ヘッジの有効性評価の方法 ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、その変動額の比率

によって有効性を評価しております。ただし、為替予約取引は振当処理
によっている場合、有効性の評価を省略しております。
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(5) その他計算書類作成のための基本となる事項
①　退職給付に係る会計処理 退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法

は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっておりま
す。

②　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換
算差額は損益として処理しております。

③　収益及び費用の計上基準 収益及び費用の計上基準について、「連結注記表　9．収益認識に関す
る注記　（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎とな
る情報」に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略しておりま
す。

2．表示方法の変更に関する注記
（損益計算書）

(1) 前事業年度まで独立掲記して表示しておりました営業外収益の「貸倒引当金戻入益」（当事業年度は、
19,091千円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より、営業外収益の「その他」に含め
て表示しております。

(2) 前事業年度まで特別利益の「その他」に含めて表示しておりました「固定資産売却益」は、金額的重要
性が増したため、当事業年度より独立掲記することとしました。
なお、前事業年度の「固定資産売却益」は376千円であります。

(3) 前事業年度まで独立掲記して表示しておりました特別利益の「新株予約権戻入益」（当事業年度は、
5,164千円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より、特別利益の「その他」に含めて表
示しております。
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3．会計上の見積りに関する注記
関係会社株式（新揚科技股份有限公司）の評価
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額
関係会社株式評価損－千円　関係会社株式　新揚科技股份有限公司10,440,772千円
（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①算出方法
関係会社株式は取得原価をもって貸借対照表価額としておりますが、一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して作成した当社の子会社である新揚科技股份有限公司の財務諸表を基礎として株式の実質
価額を算定しており、財政状態の悪化により実質価額が著しく低下した場合は、相当の減額処理をしており
ます。

②主要な仮定
一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して作成された財務諸表を基礎として株式の実質価額

を算定しており、当該実質価額は新揚科技股份有限公司の子会社である松揚電子材料(昆山)有限公司が保有
する有形固定資産の減損の要否によって重要な影響を受けます。なお、松揚電子材料(昆山)有限公司が保有
する有形固定資産の減損の検討における主要な仮定は、「連結注記表３．会計上の見積りに関する注記」に
記載のとおりです。

③翌年度の計算書類に与える影響
新揚科技股份有限公司の財務諸表を基礎として算定された実質価額が著しく低下した場合には、翌事業年

度の計算書類において関係会社株式評価損が発生する可能性があります。

－ 30 －



2026/05/20 21:31:49 / 25297821_株式会社有沢製作所_招集通知

個別注記表

4．追加情報に関する注記

（取締役に対する譲渡制限付株式の付与のための報酬制度）
当社は、当社の取締役（以下「対象取締役」という。）を対象に、当社の企業価値の持続的な向上を図る

インセンティブを与えるとともに、株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、譲渡制限付
株式報酬制度を導入しております。

本制度において、対象取締役に対して譲渡制限付株式の付与のために支給する金銭報酬の総額は、年額
6,000万円以内とします。また、当社が新たに発行又は処分する普通株式の総数は年60,000株以内(ただ
し、当社の普通株式の株式分割(当社普通株式の株式無償割当を含みます。)又は株式併合が行われた場合、
分割・併合比率等に応じて、当該総数を、必要に応じて合理的な範囲で調整します。)とします。

対象取締役は、本制度に基づき当社から支給された金銭債権の全部を現物出資財産として払込み、当社の
普通株式について発行又は処分を受けることになります。

その1株当たりの払込金額は、各取締役会決議の日の前営業日における東京証券取引所における当社の普
通株式の終値(同日に取引が成立していない場合には、それに先立つ直近取引日の終値)を基礎として、当該
普通株式を引き受ける対象取締役に特に有利な金額とならない範囲において、取締役会において決定しま
す。各対象取締役への具体的な支給時期及び配分については、指名・報酬諮問委員会の諮問を経て取締役会
において決定するものとします。

（従業員向け株式交付信託制度）
当社は、当社従業員（以下「従業員」という。）に対する福利厚生制度を拡充させるとともに、当社の中

長期的な企業価値向上を図ることを目的として、従業員向けインセンティブ・プラン（従業員向け株式交付
信託）を導入しております。
(1)取引の概要

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として信託（以下「本信託」という。）を設定し、本信託が当社普
通株式（以下「当社株式」という。）の取得を行い、従業員のうち一定の要件を充足する者に対して付与さ
れるポイントに基づき、本信託を通じて当社株式を交付するインセンティブ・プランです。当該ポイント
は、当社が定める株式交付規程に従って、従業員の役職等に応じて付与されるものであり、各従業員に交付
される当社株式の数は、付与されるポイント数により定まります。

本信託による当社株式の取得資金は、全額当社が拠出するため、従業員の負担はありません。
交付される当社株式については、当社と当該従業員との間で、原則として交付日から退職する日までを譲

渡制限とする譲渡制限契約を締結します。
(2)信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額により、純資産の部に自己株式として計上しておりま
す。当該株式の帳簿価額及び株式数は、当事業年度末において、85,551千円、56,757株であります。
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担保提供資産
建物 2,158,128千円
構築物 258,679千円
機械及び装置 612,834千円
工具、器具及び備品 31,010千円
土地 199,190千円

計 3,259,844千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 38,833,739千円

株式会社サトーセン 1,100,000千円

①　短期金銭債権 1,256,792千円
②　短期金銭債務 1,971,266千円

当座貸越限度額 15,340,000千円
借入実行残高金 6,835,840千円

差引額 8,504,160千円

①　売上高 2,700,971千円
②　仕入高 5,969,767千円
③　営業取引以外の取引高 755,464千円

5．貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産及びこれに対応する債務

上記の内容は全て工場財団抵当を示しております。なお、上記担保資産に対応する債務はありません。

(3) 保証債務
　関係会社の金融機関からの借入及び契約履行に対する保証債務

(4) 関係会社に対する金銭債権、債務

(5) 当座貸越契約
当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行６行と当座貸越契約を締結しております。これら契

約に基づく当事業年度末の借入未実行残高等は次のとおりであります。

6．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
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株 式 の 種 類 当 事 業 年 度
期 首 の 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 382,116株 504,617株 59,093株 827,640株

繰延税金資産
投資有価証券評価損 338,783千円
賞与引当金 275,438千円
減損損失累計額 213,196千円
貸倒引当金 164,728千円
棚卸資産評価損 153,077千円
未払事業税 63,158千円
その他 243,046千円
繰延税金資産小計 1,451,428千円
評価性引当額 △881,322千円

繰延税金資産合計 570,106千円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △330,754千円
その他 △6,058千円

繰延税金負債合計 △336,813千円
繰延税金資産の純額 233,292千円

7．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）1．自己株式の増加は、非連結子会社を吸収合併したことによる自社の株式の取得504,338株、
単元未満株式の買取り279株によるものであります。

2．自己株式の減少は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式処分34,650株、従業員向け株式交
付信託に係る信託口から対象者への交付24,443株によるものであります。

3．自己株式の当事業年度末の株式数には、従業員向け株式交付信託に係る信託口が所有する当
社株式56,757株が含まれております。

8．税効果会計に関する注記
(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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法定実効税率 30.5％
（調整）
特別税額控除 △5.4％
受取配当金等永久に益金算入されない項目 △3.0％
負ののれん発生益 △1.1％
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.6％
評価性引当額の増減 0.3％
その他 △0.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 21.4％

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの､当該差異の原因と
なった主要な項目別内訳

9．リースにより使用する固定資産に関する注記
貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器等の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース

契約により使用しております。
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種 類 会 社 等 の
名 称

議 決 権 等 の 所 有
（被所有）割合（％）

関 連 当 事 者
と の 関 係

取 引
内 容

取 引 金 額
( 千 円 ) 科 目 期 末 残 高

( 千 円 )

子会社 新揚科技股份
有限公司

所有
直接100

電子材料製品
の販売
役員の兼任

電 子 材 料 製
品の販売
（注）１

2,597,248 売掛金 1,066,293

電 子 材 料 に
係 る 原 材 料
の購入
（注）１

1,200,592 買掛金 228,934

子会社 株式会社サト
ーセン

所有
直接100

建物の賃貸
資金の援助
債務保証
役員の兼任

資金の貸付
（注）２ 1,225,000

短 期 貸
付金 661,670

資金の回収 1,193,330

債務保証
（注）３ 1,100,000 － －

子会社 有沢総業株式
会社

所有
直接100

電気絶縁材料
及び産業用構
造材料に係る
樹脂製品の委
託製造並びに
倉庫・物流業
務の委託
建物の賃貸
資金の借入
役員の兼任

資金の借入
（注）２ 800,000

短 期 借
入金 800,000

資金の返済 800,000

10．関連当事者との取引に関する注記
(1) 子会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案し、価格交渉の上で決定しております。

２．資金の貸付及び借入は、市場金利等を勘案して利率を決定しております。
３．債務保証は、金融機関からの借入に対して保証を行ったものであります。なお、保証料は受領

しておりません。また、取引金額は、債務保証の期末残高を記載しております。
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個別注記表

種 類 会社等の名
称又は氏名

議 決 権 等 の 所 有
（被所有）割合（％）

関 連 当 事 者
と の 関 係

取 引
内 容

取引金額
( 千 円 ) 科 目 期 末 残 高

( 千 円 )

役 員 有 沢 悠 太 （ 被 所 有 ）
直 接 0 . 4 9

当 社 代 表
取 締 役

譲渡制限付
株式の付与 17,999 － －

役 員 増 田 竹 史 （ 被 所 有 ）
直 接 0 . 1 6

当 社
取 締 役

譲渡制限付
株式の付与 10,999 － －

(1) １株当たり純資産額 1,126円26銭
(2) １株当たり当期純利益 107円19銭

(2) 役員及び個人主要株主等

（注）2021年６月25日開催の第73回定時株主総会において導入することが決議された「譲渡制限付株式
報酬制度」に基づき、2025年６月26日開催の取締役会決議により割り当てられた譲渡制限付株式
になります。なお、取引金額については、取締役会決議日の前営業日の東京証券取引所における当
社普通株式の終値より算定しております。

11．１株当たり情報に関する注記

（注）株主資本において自己株式として計上されている従業員向け株式交付信託に係る信託口が保有する
当社株式は、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式数から控除する自己株式に含めており
ます（当事業年度56,757株）。また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算にお
いて控除する自己株式に含めております（当事業年度66,065株）。

12．収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表　9．収益認識に関する
注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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個別注記表

場　　所 用　　途 種　　類 減損損失
（千円）

新 潟 県 上 越 市 産業用構造材料製造設備
機械及び装置
車両運搬具 1,759

13．その他の注記
（負ののれん発生益）

非連結子会社である有限会社有沢建興を吸収合併したことに伴い、負ののれん発生益（168,953千円）を
特別利益に計上しております。

（助成金収入）
ARISAWA Innovation Center建設に伴い、令和6年度サステナブル建築物等先導事業（省CO2先導

型）補助金の採択を受けたものであります。
当該支給額を助成金収入（164,020千円）として特別利益に計上しております。

（減損損失）
　当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

　当社は、種類別セグメントを基礎に、主として品種を束ねた製品群により資産のグルーピングを行ってお
ります。また、賃貸用資産及び遊休資産等については個別資産ごとにグルーピングを行っております。
　事業用資産のうち、製品等の市場価格等の下落等により収益性が著しく悪化している資産グループの帳簿
価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（1,759千円）として特別損失に計上しました。そ
の内訳は、機械及び装置849千円、車両運搬具909千円であります。
　なお、回収可能価額は使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローがマイナスのため、
備忘価額により評価しております。
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14．重要な後発事象に関する注記
（子会社の設立）

当社は、2026年2月5日開催の取締役会において、米国に子会社を設立することを決議し、2026年4月16
日付で資本金の払込手続きを完了いたしました。

詳細につきましては、「連結注記表　11．重要な後発事象に関する注記　（子会社の設立）」に同一の内
容を記載しているため、注記を省略しております。

（子会社の増資）
当社は、2026年2月5日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社プロテックインター

ナショナルホールディングス（以下、PIH）の100％子会社であるProtec Arisawa America, Inc.（以下、
PAA）が増資を行い、その全額をPIHが引き受けることを決議し、2026年5月8日付で実施いたしました。

詳細につきましては、「連結注記表　11．重要な後発事象に関する注記　（子会社の増資）」に同一の内
容を記載しているため、注記を省略しております。

（重要な設備投資）
当社は、2026年4月30日開催の取締役会において、新工場を建設することを決議いたしました。
詳細につきましては、「連結注記表　11．重要な後発事象に関する注記　（重要な設備投資）」に同一の

内容を記載しているため、注記を省略しております。
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